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ヘイトデモに際し、県民の安全確保を求める申し入れ 

 

日本共産党神奈川県議団 団長 井坂新哉 

 

来る 6月 5日に川崎市川崎区の在日コリアンが多く住まう桜本地域において、特定の民族

や人種に対して差別を煽るいわゆるヘイトスピーチを行うデモが予定されている。2013 年

来この地域において同じ主催者が繰り返しヘイトスピーチを行ってきており、ヘイトスピー

チに抗議する市民が詰めかけ騒然とした状態が展開されている。 

 

国においては「国外出身者 に対する不当な差別的言動解消推進法案」いわゆるヘイトス

ピーチ解消法が参院法務委員会で 5月 12 日に全会一致で可決している。「不当な差別的言動

は許されないことを宣言」するものである。提案者である自民公明両党の参院法務委員会委

員らは、5月 19日にヘイトデモ計画自体を「国会で示された“ヘイトスピーチは許さない”

という意思に反する恥ずべき行為」とし、川崎市に善処を求めている。 

 

5 月 24 日には、ヘイトスピーチ解消法案が衆議院本会議賛成多数で可決し、即日施行さ

れた。法案提出者の西田晶司自民党議員は「警察が騒音防止条例や名誉棄損などあらゆる法

律を駆使し、厳正に警察権を行使するようになる。」と述べ、川崎のデモに言及し、「わざわ

ざそのような街でデモを実施することなど許されない。コース変更を指導するなどいわれな

きヘイトを受けることがないよう警察が抑止してくれることを期待する」と述べている。ま

た警察庁の斉藤実審議官は「デモが実施されることになれば、必要な体制を確保して的確な

警備を行い、違法行為を認知した場合は、あらゆる法令の適用を視野に厳正に対処する覚悟

だ」と答弁している。 

 

 京都の朝鮮第一初級学校に向けて行われたヘイトデモでは 2013 年 10 月の一審・京都地裁

判決は，街宣活動について、「日本も加盟している人種差別撤廃条約で禁じる人種差別に当

たる」と判断。1200 万円の損害賠償に加え、学校の半径 200m 以内の街宣活動を禁じている。 

 

国会で参考人として法整備の必要性を訴えた崔江以子（チェ・カンイジャ）さんは「わが

子の前でゴキブリ死ね、殺す、と言われて心が殺された。このままでは本当に殺される」と

語った。さらに今回のヘイトデモの告知を受けて、ツイッターに「絶望」の言葉をつぶやい

ている。 

 

国会で可決されたヘイトスピーチ解消法の趣旨を尊重し、以下の二点を要望する。 

 

1. ヘイトスピーチを繰り返してきた団体の道路使用許可については、過去に混乱を生じた

経緯をふまえ、法の趣旨にのっとって厳格に対応すること。 

2. 警備に当たっては、県民の安全確保を最優先にし、過剰警備とならぬよう配慮すること。 


